
１　資本主義経済における経済団体と中小

企業運動

（１）中小企業運動の理論的基礎

本誌前号の拙稿１）において，筆者は中小企業

運動の理論的基礎を考察し，それを，資本主義

の運動法則そのもの，しかもその最も基礎的・

基本的な資本蓄積の運動法則に求めた。すなわ

ち，「資本の集積・集中と小資本の残存・新生」

の法則２）である。その法則は，資本主義経済の

発展過程において，中小企業が「駆逐・排除」

されるばかりでなく，執拗に「存続」し，「誕

生」を繰り返し，その結果，中小企業の存立の

範囲は一般に縮小しないばかりか，膨張さえす

るという事実を理論的定式化した成果である。

つまり，筆者は中小企業運動の基礎を中小企

業の存立に関わる運動として把握し，かつ，そ

の存立の多様性を重視して理論構築しようとし

たわけである。そして，そうした把握を踏まえ

て，以下の２点を主張した。

第１点は，中小企業運動の新たな側面の可能

性である。そもそも，「資本の集積・集中と小資

本の残存・新生」は，１９世紀末から２０世紀前半

にかけての時期，欧米および日本においては「資

本の集積・集中」が主たる傾向となり，「小資本

の残存・新生」が従たる傾向であったため，２０

世紀前半の中小企業運動は専ら「資本の集積・

集中」による中小企業の「排除・駆逐」に対す

る「抵抗」に基礎をおく運動が主たる側面にな

らざるをえなかった。すなわち，大企業の成立・

「独占」形成の時期にあってはそうした運動にな

らざるをえなかった。

しかし，１９８０年代以降，大企業・「独占」の産

業基盤が動揺・転変し，大企業組織再編が進捗

するとともに，中小企業・「ベンチャー企業」が

世界的に活発化し，「小資本の残存・新生」の傾

向が強まった。そして，それを背景に中小企業

の「存続」「発展」「創造」等に基礎をおく運動

の可能性が高まっていった。しかも，中小企業

における「存続」「発展」「創造」等の経営的努

力とは，必ずしも個々の中小企業の個別的努力

のみに委ねられるわけでは決してない。「抵抗」

において中小企業の間の共同性が成立するとと

もに，「存続」「発展」「創造」等においてもそれ

が成立する。したがって，現段階の中小企業運

動は資本主義における資本蓄積運動の両傾向に

付帯する「抵抗」とともに「存続」「発展」「創

造」の両側面を展開できるし，展開しなければ

ならない段階に到達したのである。

第２点は中小企業運動の自律的発展の可能性

である。従来の中小企業運動はその「抵抗」的

側面への注目から，また，近い将来における中

小企業層の労働者への転化の可能性という見方

から，労働運動との共同性，共通性が強調され，

運動の根拠もそうした性格に求める傾向があっ

た。それは，いわば労働運動に対する追随的な

運動としての評価であった。そのような評価は，

一方では中小企業運動の資本家運動としての限

界，「小ブルジョア運動」の動揺性の評価の強調

となり，他方では社会運動としての労働運動の

へ従属性の主張となっていった。しかしながら，

「資本の集積・集中と小資本の残存・新生」の上
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記の今日的な理解によって，中小企業運動の両

側面とともに，中小企業運動の自律的発展の可

能性が生まれてきたということを改めて主張で

きるのではないかと考える。とくに，「資本の新

生」，新しい企業の誕生における「小資本」とし

ての「新生」，小企業としての誕生が圧倒的多数

を占めるという傾向は，中小企業運動の自律的

発展を促進することになるからである。

さて，戦後日本の中小企業運動は，上記の

「資本の集積・集中と小資本の残存・新生」に規

定されながらも，「戦後中小企業構造３）」の編成・

膨張ゆえに，中小企業の「淘汰・駆逐」は，戦

前日本や欧米に比較して顕在化せず，それ自体

が「戦後中小企業構造」の再編成に包摂され，

また，中小企業の「存続」「誕生」も「戦後中小

企業構造」の膨張に貢献するように作用した。

それと同時に，「戦後中小企業構造」の下部・末

端中小企業層が主たる再編成の対象となり，「戦

後中小企業構造」への帰属意識が薄弱化すると

いう方向で，「淘汰・駆逐」の意識が強く醸成さ

れていたといえる。

だが，今日，「資本の集積・集中」と「小資本

の残存・新生」との両傾向は，全世界的な規模

において前者の優位と後者の劣位という関係か

ら，複雑な展開ではあるが，両者の並行的で動

態的な進行という関係へ移行しつつあると考え

られ，かつまた，１９９０年代以降の日本において

「戦後中小企業構造」の顕著な「解体」が，そう

した資本蓄積の両傾向の変容と同時的に進行し

ている。したがって，従来の「戦後中小企業構

造」の範囲の中での大企業と中小企業の「協力」

運動や，前者に対する後者の「抵抗」「要求」に

集中する中小企業運動は限界をもつこととなり，

今後に向けての中小企業運動は，資本蓄積の両

傾向の新たな展開を踏まえつつ，「抵抗」「要求」

の一層の熟達と「存続」「成長」「創造」の確実

な組み込みによって，新たな展望を持ちうるの

だし，真の発展を展望しうると考えられる。

（２）資本主義経済と経済団体

前節は，中小企業運動の理論的基礎として「資

本の集積・集中と小資本の残存・新生」を検討

した結果であり，当然ながら，専ら，それは中

小企業運動についての理論的基礎を求めるとい

う観点からの考察であった。しかしながら，明

らかに「資本の集積・集中と小資本の残存・新

生」は中小企業運動のみならず，また，いわば

大企業運動の理論的基礎でもありうるし，さら

に，「資本の集積・集中と小資本の残存・新生」

は同時に「労働の集中と分散」を意味するがゆ

えに，労働運動の理論的基礎をも形成しうる。

つまり，資本主義の発展過程においては，資本

運動は大資本運動あるいは中小資本運動たりう

るし，また，労働運動は大企業労働運動あるい

は中小企業労働運動も同時的に存在せしめると

いう視点が提起されているといわなければなら

ない。したがって，中小企業運動の考察は，大

企業運動のそれとともに，大企業労働運動・中

小企業労働運動を併せ考察すること４）が不可欠

なのである。

一般に大企業経営者，中小企業経営者，大企

業労働者，中小企業労働者のいずれの運動であ

れ，それぞれにおいて共通した存立に関わる経

済的利害を基礎に経済的・社会的要望を結集し，

さらには政治的要求を胚胎し，その実現を目指

し，団体を結成し，政府・地方公共団体あるい

は国会その他の議会への働きかけ，一定の論理

的な構成を構築しつつ運動を展開する過程をた

どるのである。

同時に，これらの多様に形成される経済団体・

労働団体は，相互に複雑な関係を取り結んでい

く。この相互の位置関係によって，それぞれの

団体は相互に影響を与え合え，受け合うととも

に，それぞれの団体自ら「個性」を強め，団体

としての運動の戦略を策定していくのである。

要するに，個々の団体を分析しようとするな

らば，それらの団体の相互関係の分析を必要と

するのである。それゆえに，中小企業運動の運

動主体としての中小企業団体を分析するにして

も，まずは経済団体および労働団体の総体の戦
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後日本における展開と現状を踏まえて考察する

ことを必須の課題とするのである。本稿はかか

る課題への取り組みの一環であるが，まず最初

に，経済団体の分析を取り上げ，労働団体につ

いては上記の視角を念頭のおきながらも，それ

自体の分析は他日を期すことにしたい。

２　戦後日本における経済団体の転換・再

編

（１）戦後日本における経済団体

さて，戦後日本においては，経済団体，中小

企業団体ともに活発に結成されたといえる。現

時点で，通常，全国規模の経済団体というと，

日本経済団体連合会（以下，「経団連」と略称），日

本経営者団体連盟（以下，「日経連」と略称），経済

同友会，日本商工会議所（以下，「日商」と略

称）の４団体を指し，一般に前３者が大企業団

体とされる。これらの大企業団体は法制度に依

存しない本質的に自主的な団体である。

「日商」は，その本質的性格については検討を

要するが，一般には中小企業団体とされており，

商工会議所法に基づく法制団体であり，全国規

模の中小企業団体である。同様に，全国中小企

業団体中央会（以下，「全国中央会」と略称），

全国商工会連合会（以下，「全国商工会」と略

称）もそれぞれ法制団体である。それらの法制

中小企業団体が中小企業団体全体の中では量的

に圧倒的な位置を占めている。その他，自主的

な主要な中小企業団体については，中小企業団

体連盟５）（以下，「中団連」と略称），全国商工

団体連合会（以下，「全商連」と略称）があり，

それぞれ形式的には自主的な団体である。そし

て，個人加盟の自主的中小企業団体として中小

企業家同友会全国協議会（以下，「中同協」と略

称）がある。

つまり，実態の上では，大企業団体は自主的

な経済団体が主導的であり，中小企業団体は法

制団体が主導的である６）。このような実態が形

成された背景には，一方で，大企業団体は戦後

政府与党と密接な関係にあり，また，大企業の

数も少ないので，あえて，自らの要求の実現の

ために，法律の支援を受けて団体を形成する必

要がなかったのである。その場合，「経団連」の

ように１９９３年に至るまで戦後長らく政治献金の

斡旋，すなわち，政治献金を会員企業に振り当

てることによって，政府与党に資金面から政治

的影響力を保持してきたという経緯があること

にも留意する必要がある。

他方で，中小企業は戦後日本経済における変

化の大きく，激しい過程において常に経営の困

難に直面しており，懸命，必死の経営努力を続

けなければならない存在であった。しかし，戦

後日本の経済政策の基本線は大企業を機軸に経

済発展を図ることを基本としていたが，政策当

局もそうした方針を政策論において妥当性をも

つという立場をとっていた。それゆえに，ほと

んどすべての中小企業団体は高度成長が終わる

頃まで，「大企業偏重政策の是正」をスローガン

に掲げていた。そうした過程で，政府は中小企

業の組織化を中小企業政策の柱としてきた。一

般にどの先進国政府でも，中小企業という巨大

な社会的階層に経済的・社会的不満が蓄積され，

政府の支持基盤でなくなることを危険なことだ

と考えてきた。とくに，日本のような厚い経済

的・社会的階層を形成している場合には，政府

が積極的に組織化に取り組むことが不可欠だっ

た。だから，そうした事情も手伝って，戦後日

本の中小企業運動は，一方で，「戦後中小企業構

造」に組み込まれた中小企業の上層をリーダー

とする諸団体の形成による中小企業運動，しか

も，中小企業政策からする中小企業組織化の担

い手，施策の実施の「受け皿」としてのそれが

主流を占めるとともに，他方で，「戦後中小企業

構造」に十分な組み込まれず，施策の恩恵をも

受けることができない中小企業層が「抵抗」と

しての中小企業運動を展開するという特徴を促

進することになったわけである。

以上の経済団体の具体的展開はもとより複雑

であり，大企業団体と政府との関係も簡単では

なかった。しかしながら，今日の時点における，
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それらの日本の経済団体，中小企業団体の現状

の特徴を一言でいえば，それらは組織上・運動

上の転換・再編期にあるということができる。

その特徴の根拠を次のように列挙することが可

能である。すなわち，①戦後早い時期に形成さ

れた「経団連」と「日経連」が２００２年５月２８日

に新団体に統合され，それぞれの歴史を閉じる

ことが決められた。②経済同友会も独自性を薄

め，「経団連」への人材供給の役割が強まり，か

つての輝きを失っている。③法制的な中小企業

団体は１９９９年の中小企業基本法の改正の中で指

導団体の位置を失い，新たな中小企業政策の中

ではそれらを対象にした組織化の柱がなくなっ

てきている。④「日商」および「全国商工会」

傘下の各地の地域組織は「広域化・合併」とい

う新たな課題を背負い始めている。⑤「全国中

央会」「日商」「全国商工会」は「特殊法人改革」

の渦中にあり，近い将来の組織的課題を抱えて

いる。⑥自主的団体である「中団連」も機関紙

の休刊という事態を迎えている。要するに，戦

後的な企業構造である「戦後中小企業構造」が

解体を深めるとともに，経済団体・中小企業団

体も顕著な転換・再編の過程に入ったというこ

とができるのである。

（２）経済団体の転換・再編と中小企業運動

中小企業運動からの観点から今日の経済団体

は先にも指摘したように６団体があげられる。

そのうち，「全商連」，「中同協」は組織的にも方

針上も従来路線の充実の中で前進を図ろうとし

ているが，その他の団体は転換・再編の顕著な

時期に直面している。それぞれ詳細な検討を必

要とするが，本節では経済団体の再編のうち，

①「経団連」と「日経連」の統合および②「全

国商工会」の「広域化・合併」に注目しておき

たい。

①「経団連」と「日経連」の統合

戦後，「経団連」は経済団体として経済問題に，

「日経連」は同じく労働問題にそれぞれ取り組ん

できた。ところが，その両団体が２０００年９月２２

日に新団体設立検討委員会を設置し，以来６回

にわたって両団体統合の基本構想を検討して，

翌２００１年１月２３日に「経団連・日経連の統合に

むけての共同宣言」を発表した。統合の基本的

理由について，上記「共同宣言」によれば，「戦

後５０年以上を経過し，労働問題と経済問題を切

り離して取り扱うことは次第に困難となってき

た」ということが表明されている。しかし，こ

の統合の背景には，規制緩和の流れの中で，一

方の「経団連」が法人税の引下げや産業再生法

の成立に成功したことに加えて，政治献金の斡

旋廃止にもかかわらず，各省官僚機構の「不祥

事」の発生などによる政策立案・推進の後退の

中で，むしろ政策立案・推進の主導性の強化が

あり，他方の「日経連」は，労働運動が後退し

ている中で，かえって「日経連」の不要論，財

界団体のリストラ論の浮揚が生じていたとの指

摘もある７）。

ところで，中小企業団体から見て，「経団連」・

「日経連」の経済団体の統合で注目されることは，

「日経連」の都道府県別組織である経営者協会

（以下，「経協」と略称）の動向である。新団体

は「日本経済団体連合会（Ｊａｐａｎ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　

Ｆｅｄｅｒａｔｉｏｎ）」（英文略称，ＪＢＦ）と称され，業

種別全国団体と地域別経済団体で構成されるこ

とになっている。そして，この「経協」の長は

「地方団体長会」を構成することになる。その結

果，事実上新団体の地方組織を担っていくこと

になると思われる。実際，現在，各地の「経協」

の中には，従来の人事・労務専管団体から総合

的な経済団体を目指した活動を展開するところ

も出てきており，「人」「地方」「中小企業」に軸

足を置いた事業活動を強化する要望が強まって

いるようである８）。事実上唯一の経済団体とな

る新団体の地域の総合的経済団体として「経協」

が今後有力化する可能性が高いと考えられる。

このような「経団連」・「日経連」の統合と新

団体の結成は，中小企業運動史の観点から以下

のような歴史的意味をもつと筆者は考える。

すなわち，現在の「経団連」のそもそもの結
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成には興味深い前史がある。すなわち，その結

成に先立つ終戦直後の１９４５年９月１８日に，日本

経済連盟が中心となって全国商工経済協議会，

重要産業協議会，商工組合中央会の戦時下から

継続していた４経済団体の首脳が集まって，占

領軍に対する窓口を一本化する意味で「経済団

体連合委員会」を結成した。その後，全国銀行

協会連合会の加盟も得て５団体の連合委員会と

なった。「この五つの団体が，終戦直後における，

中小企業を含めてのもっとも有力な基幹団体で

あったわけである９）」そして，この経済団体連

合委員会を基礎に１９４６年８月に，経済団体連合

会，すなわち「経団連」が結成されたのである。

このうち，全国商工経済協議会は後に日本商

工経済会さらに日本商工会議所となり，また，

商工組合中央会は協同組合組織の全国指導団体

が禁止されたため，先に言及した「日中連」が

代行し，「経団連」の第一種会員となった。

しかしながら，１９５２年，「朝鮮戦争ブーム」後

の不況が深刻化する過程で大企業による下請代

金の支払い遅延が顕著になっていた時期に，「日

中連」は「経団連」の中小企業対策委員会に意

見を提出し，対策を要請した。だが，「日中連」

はその過程での「経団連」の対応１０）に不満を募

らせ，同年７月８日，「経団連」脱退１１）を決定

した。「日商」も予てから国際商業会議所への代

表権をめぐる経団連との確執があり，同じく「経

団連」を脱退した。こうして「経団連」は業種

団体の連合体として純化するとともに，大企業

団体としての性格を確立することになった。

ところで，上記の「経済団体連合委員会」は

当初「労働問題についてもこれを取り上げたの

であるが，翌〔昭和〕２１年になって一般の経済

団体のほかに別個の団体を設け専門に労働問題

を研究し，必要に応じて対策も立てることがよ

かろうという意見が連合委員会のなかにも次第

に高まってきた１２）」のであるが，当時のＧＨＱが

「日本では従来労働者が十分発言の機会が与え

られていなかったのに，いま経営者の強力な中

央組織ができると，新生の労働組合に対抗して

これを圧迫する恐れがある。のみならず，いっ

たん解体させられた財閥が形を変えて再現する

きらいがある１３）」との意向で，まず，地方に労

働問題に取り組む経営者協議会，略称，「経協」が

結成されたのを踏まえて，１９４８年４月になって

「日経連」が結成された。「経協」は当初，関東，

関西，九州などを単位とする組織であったが，

その後，都道府県組織として今日にいたってい

る。「日経連」は，今日全国都道府県ごとに組織

されている地方別経営者団体と，全国組織をも

つ業種別経営者団体から構成され，これら構成

団体の傘下会員企業は累計で約１１３,０００事業所，

その従業員数は約２,０００万人となっている。その

意味で，「日経連」は財界団体の一つとして大企

業団体と見なされる傾向があるが，地域別組織

から出発し，多くの中小企業が参加している１４）

ことから，純粋な大企業団体とは異なっている。

したがって，「経団連」と「日経連」の統合は，

「経団連」が当初の大企業・中小企業を含む総合

的経済団体から，業種別団体の純粋な大企業経

済団体に転換し，そして再び，業種別団体と中

小企業を多く含む地域別団体との構成の再現と

なり，したがって，両者の統合後の新団体が文

字通り全国組織の総合経済団体として復活する

ことを意味することになる。つまり，新団体で

ある「日本経済団体連合会」は自主的で，非法

制団体であることから，今後において，既存の

中小企業団体にも小さくない影響をもつものと

予想される。

②「全国商工会」の「広域化・合併」

「全国商工会」を構成する各地の「商工会」は

商工会議所と並んで地域の総合経済団体として，

経営改善事業を促進する小規模企業事業者の支

援機関として位置付けられている。「全国商工

会」は，１９９９年の中小企業企業基本法の「改正」

の過程において「中小企業の定義を広げること

によって既存の中小企業に不利にならないよう，

十分な配慮」の要請，あるいは，創業や経営革

新の支援において全国３００か所の地域拠点の設

置に対して「商工会が拠点として位置づけられ
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る要望」が提出されていた１５）ように，組織的不

安が潜在していた。そして，同法改正における，

小規模企業の「創業や成長の苗床」としての位

置付けを積極的に受け止め，自らの役割を模索

しようとした。しかし，その後の中小企業政策

審議会小規模企業部会などにおいて，「全国商工

会」に対して「広域化・合併」の推進が提起さ

れるに至ったのである。

「中小企業政策審議会第１回小規模企業部会

とりまとめ」（２００１年２月２日）によると１６），「商

工会」の「広域化・合併」をめぐる背景につい

て，次のような状況が指摘されている。すなわ

ち，①約８割の「商工会」で会員５００人未満，約

９割の「商工会」で経営指導員３人未満と，大

部分の「商工会」の事業実施体制は極めて小規

模であり，かつ近年は地区内の商工業者数の減

少・各「商工会」の組織率の低下に伴って，ま

すます小規模化する傾向にあること，②中小企

業施策の転換・事業者ニーズの多様化に伴って，

創業支援・経営革新支援や情報化支援等の新た

な事業が求められる等，商工会に求められる役

割は高度化・多様化していること，③新たな事

業への適切な対応のためには，経営指導員等の

資質向上を図るとともに，適正な能力・実績評

価を通じて個々の経営指導員の能力を高め，同

時に経営指導員等の専門化を図ることが重要で

あること，④地域経済活動の広域化を背景とし

て，広域的な地域経済活性化事業のニーズが高

まっていること，⑤市町村合併の動きも加わっ

て，地域経済圏の拡大が進行していくことが予

想されることなどである。

しかし，「商工会」の「広域化・合併」の実施

は，①区域の問題，②経営指導員の確保の問題，

③補助金の問題などに直面し，要するに地域の

総合経済団体，小規模企業の経営改善など商工

会事業の支援機関としての商工会本来の性格の

維持・充実において重大な問題に取り組む必要

が生じている１７）。政策的には，「商工会法」の改

正（２００１年９月施行）によって，合併手続きの

整備，市町村の存置分合に伴う地区の特例（合

併後の商工会が市町村の地区の一部を他区とす

ることを認める）など合併促進の環境整備に

行っている。つまり，上記の①の問題に対して

は政策的解決が図られているが，②，③につい

てはなお問題が残されている。このような「全

国商工会」の状況は，現下の中小企業問題の深

刻さとともに，その解決を目指す組織化さらに

は運動化の困難を示唆していると思われる。

１）大林弘道［２０００］参照
２）大林弘道［２００１］参照
３）戦後の日本における下請制，流通系列化，地場産
業，商店街，中小企業金融機関などを中小企業政策
とともに総体としての仕組みとして捉えた概念。大
林弘道［１９９５］参照。

４）大河内一男は労働運動の考察において労働運動だ
けの考察の限界を次のように表現している。すなわ
ち，「労働組合運動は組織労働者だけの独り舞台な
のではなく，それが立ち向かう経営者なり経営者団
体なりの組織の強弱やその労働組合政策を考慮に
置くことなしには，ほんらい，いかなる労働組合運
動史も正しく描き出すことは出来ない筈である。」
（森田良雄［１９５８］ｐ.３〈序〉）
５）なお，「中団連」の前身は日本中小企業連盟（以
下，「日中連」と略称）であるが，その「日中連」
の創立事情は次のとおりである。すなわち，「連合
軍司令部（ＧＨＱ）は，商工協同組合法によって規定
されていた組合の指導，連絡の機関である中央会を，
中央集権的な機関であり，好ましくないとする考え
方を示していた。したがって，商工協同組合法の改
正に際しては，商工協同組合中央会は当然，排除さ
れる運命にあり，それはすでに時間の問題になって
いた。そこで，商工協同組合中央会の関係者はその
対策を協議し，主務官庁の商工省とも打ち合わせた
結果，経済民主化の方途にそって，新たな任意団体
の全国的な中小企業指導団体を設立，これに中央会
の組合連絡・指導等の事業を総て移管するというこ
とになり，この新団体として，日本中小企業連盟の
創立が決定されたのである」（中小企業団体連盟［１
９７９］ｐｐ.３－４）
６）このような戦後日本の経済団体の実態は，次のよ
うな経済団体に関する一般論と符合する。すなわち，
「畢竟，政府が庇護を加えて発達せしめなければな
らなかった理由は，主として中小企業を急速に団体
に結成させる必要があったからに他ならない。大企
業は政府の庇護を望まないし，また政府も中小企業
なればこそ庇護もするが，大企業に対しては自主的
な発展は任せる態度を取ることが多い。」（経済団体
連合会［１９６２］　ｐ.７）

７）古賀純一郎［２０００］　ｐ.２８
８）「日経連タイムス」２００１年６月１４日，第２５８６号，
「主張」欄
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 ９）経済団体連合会［１９６２］　ｐ.５５
１０）「経団連」は，同年３月１１日に，「中小企業に関す
る緊急対策意見」（「経団連」「経済連合」１９５２年３
月号（有沢広巳・稲葉秀三（編）［１９６６］ｐ.２０４所収））
を発表し，その中で６点にわたる意見の第１点とし
て「大企業の下請関連事業に対する支払いの励行」
を提唱し，大企業への呼びかけと政府への施策を要
望していた。したがって，「日中連」の不満はこう
した「経団連」の対応を越えていたのである。

１１）この脱退の経緯について，「日中連」は次のよう
に説明する。すなわち，「〔日中連〕は〔昭和〕２７年
５月７日，経済団体連合会の組織運営委員会におい
て，同連合会結成当時の事情が，講和条約発効に
伴って解消したこと，さらにまた下請問題を中心と
して，本連盟内部に強硬意見が支配的となってきた
情勢などを説明し，日本中小企業連盟の円満な脱退
についての決意を表明した」（日本中小企業連盟［１
９７９］ｐ.１８３）
１２）森田良雄［１９５８］ｐｐ.３３０－３３１
１３）森田良雄［１９５８］ｐ.３３３
１４）たとえば，東京経営者協会の会員企業規模は従業
員数３００人未満の企業が４３％，福岡県経営者協会の
それは同じく５９.２％である。

１５）ｈｔｔｐ://ｃｏｍｐａｓｓ.ｓｈｏｋｏｋａｉ.ｏｒ.ｊｐ/ｚｅｎｋｏｋｕ/ｆｔｅｉｇ
ｉ/ｆ_ｍａｇａｚｉｎｅ.ｈｔｍｌ
１６）ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｈｕｓｈｏ.ｍｅｔｉ.ｇｏ.ｊｐ/ｓｉｎｇｉｋａｉ/０１０２０
２ｓｈｏｕｋｉｂｏ.ｈｔｍ

１７）ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｈｕｓｈｏ.ｍｅｔｉ.ｇｏ.ｊｐ/ｓｉｎｇｉｋａｉ/０１０２０
２ｓｈｏｕｋｉｂｏ_ｇｉｚｉ.ｈｔｍ
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